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消費者安全法の通知制度の概要①（消費者事故等の定義について）

消費者事故等は、「事故」と「事態」をいい、そのうち、「事故」とは、生命・身
体被害が現実に発生している事案（消費者安全法第２条第５項第１号）をいいます。
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地方公共団体が管理・運用する施設も消費者事故等の対象に含まれます。

要件１： 事業者が（注：営利目的や公共性の有無は問わない。国、地方公共団体、独立行政法人等を含む）
・事業として供給する商品・製品
・事業のために提供し若しくは利用に供する物品・施設・工作物
・事業として若しくは事業のために提供する役務
を消費者が使用・利用することに伴って生じた事故であって、

要件２： 政令で定める以下のいずれかの程度の被害が発生したもの
・死亡事故
・治療に一日以上を要する負傷・疾病
*通常医療施設における治療の必要がない程度（例：絆創膏を貼れば足りる程度）のものを除く

*医療施設において検査、診療を行ったが、特に治療は必要ないと判断された場合は除く

・一酸化炭素中毒

要件３： 商品等又は役務が消費安全性を欠くことにより生じたものでないこと
が明らかであるものを除く
*消費者が通常予見される使用・利用方法とは明らかに異なる方法により商品を使用したことで生じた場合
→消費者事故には該当しない
*事故原因はまだ正確には判明していないが、消費安全性を欠くことが具体的に疑われるような場合
→消費者事故に該当する



消費者安全法の通知制度の概要②（消費者事故等の定義について）

消費者事故等は、「事故」と「事態」をいい、「事態」とは、生命・身体被害が現
実には発生していない事案（消費者安全法第２条第５項第２号）をいいます。

2

地方公共団体が管理・運営する施設を利用中に「事態」が発生した場合、要件２を御確認ください。

要件１： 消費安全性を欠く商品等又は役務の消費者による使用・利用が行われた
事態であって、
*およそ消費者による使用・利用が行われていない場合（事業者の倉庫内で腐敗）は消費者事故に該当しない

要件２： 商品等または役務の使用等において、第1号に掲げる事故が発生するおそ
れがあるものとして政令で定める以下の要件のいずれかに該当するもの
・商品等・役務が安全基準に不適合
*例えば、医薬品医療機器等法に基づく基準、住宅におけるﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞの使用基準が該当

・＜飲食物以外の＞物品・施設・工作物に、破損・故障・汚染・変質等
の劣化や、過熱・異常音等の異常が生じた事態
*例えば、使用中の遊具の支柱が折れた場合が該当

・＜飲食物に＞腐敗・変敗・不潔・病原体による汚染、有毒・有害物質
の含有・付着、異物の混入・添加、異臭、容器・包装の破損等の異常
が生じた事態
*例えば、ガラス片が飲料に混入していた場合が該当

・窒息その他生命・身体に対する著しい危険が生じた事態
*例えば、洗剤等の薬品の使用により有毒ガスが発生したが直ちに換気し被害が未発生の場合が該当



消費者安全法の通知制度の概要③（消費者事故等の定義について）

消費者事故等のうち重大事故等は、次に掲げる「事故」、「事態」（消費者安全法
第２条第７項第１号、第２号）をいいます。
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事故や事態のうち重大なものは、「重大事故等」として、消費者事故等の中で区分されます。

〇「事故」のうち、被害が重大であるものとして政令で定めるもの
・死亡
・治療に30日以上を要する負傷・疾病（*１）
・内閣府令で定める程度の身体障害（*２）が残る負傷・疾病
・一酸化炭素中毒
*１ 治療に30日以上を要する負傷・疾病とは・・・

→ 基本的には医療機関の判断を尊重
→ 治療期間が30日以上となる可能性が高い場合は要通知（実際に30日を経過する必要はない）

*２ 内閣府令で定める程度の身体障害とは・・・
→ 視覚障害、聴覚又は平衡機能の障害であって長期にわたり身体に存するもの など

〇「事態」のうち、重大な生命・身体事故等が発生するおそれのあるものとして政令で定める
もの
・安全基準不適合かつ、（飲食物以外の）物品・施設・工作物の消費安全性を確保する
上で重要な部分に劣化が生じたこと

・安全基準不適合かつ、飲食物に毒物・劇物等の含有・付着
・窒息その他生命若しくは身体に対する著しい危険が生じたこと
・火災その他の著しく異常な事態が生じたこと
→後ほど、事例でご説明します。



消費者安全法の通知制度の概要④（消費者事故等の通知について）

国の行政機関や地方公共団体に対して、消費者事故等の発生の情報を得たときに、
内閣総理大臣（消費者庁）への事故情報の通知を義務付けるものです。
【趣旨】

消費者庁設立前に、消費者事故等に関する情報が、各行政機関に個別に保有され、共有できるものに
なっていないという課題が指摘されたことを踏まえ、消費者事故等に関する情報を消費者庁に集約し、
分析する体制を整備（2009年）し、消費者事故の重大性や拡がりについて、早期に把握し適切な対応に
つなげる。

○ 重大事故等の通知
行政機関の長、都道府県知事、市町村長及び国民生活センターの長は、重

大事故等が発生した旨の情報を得たときは、直ちに、内閣総理大臣に対し、そ

の旨及び当該重大事故等の概要等を通知しなければならない。
（消費者安全法第12条第１項）

○ 消費者事故等（重大事故等を除く。）の通知
行政機関の長、都道府県知事、市町村長及び国民生活センターの長は、

消費者事故等（重大事故等を除く。）が発生した旨の情報を得た場合で

あって、（略）被害が拡大し、又は同種若しくは類似の消費者事故等が発

生するおそれがあると認めるときは、内閣総理大臣に対し、当該消費者事

故等が発生した旨及び当該消費者事故等の概要等を通知するものとする。
（消費者安全法第12条第２項）
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消費者事故等については、重大事故等に該当する場合、「直ちに通知」する必要があります。



市町村都道府県
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文部科学省
(スポーツ庁)

厚生労働省 警察庁

【食中毒・健康食品】

通知 通知

消費者安全法の通知制度の概要⑤（消費者事故等の通知について）

国の行政機関

通知

国の行政機関

通知
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消防機関、教育機関、警察機関等が把握した消費者事故等を除き、地方公共団体は消費者庁に通知します。

消費者事故等の公表



消費者安全法の通知制度の概要⑥（マニュアルと通知様式） 6

１．マニュアル

消費者庁「消費者事故等の通知の運用マニュアル」を参照ください。
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_safety/centralization_of_accident_information/assets/consumer_safety_cms201_210105_02.pdf

２．通知様式

原則、消費者庁「消費者事故等情報通知様式」を使用ください。
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_safety/centralization_of_accident_information/index.html#safety_law

（注）消費者安全法及び同法施行規則に規定する通知事項が記載されている既存の資料であれば、通知様式として代替出来ます。

３．考え方

消費者庁「消費者安全法の解釈に関する考え方」を参照ください。
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_safety/centralization_of_accident_information/pdf/090901safety_8.pdf

消費者庁では、次のとおり、消費者事故等のマニュアル、通知様式、考え方について、消費者庁ウェブサイトに公表しています。



消費者事故等に該当

該当せず該当せず

該当せず該当せず該当せず該当せず

消費者の生命又は身体に被害が発生したか？

被害が発生している

被害の程度は次のいずれかに該当するか？
・死亡
・治療に１日以上要する負傷・疾病
・一酸化炭素中毒

商品等・役務が消費安全性（＝消費者により使用等さ
れる時点において通常有すべき安全性）を欠くことが
明らかか？

商品等・役務が消費安全性を欠くことにより
生じた事故ではないことが明らかであるか？

Yes NoNoYes

被害は発生していない
（おそれ事案）

No Yes

事業者が提供する商品等・役務の消費者による使用又
は利用か？

該当せず該当せず
No

次のいずれかに該当する消費者の生命・身体に被害が
生じるおそれのあるものか？
・安全基準不適合
・飲食物以外の物品等の異常
・飲食物の異常
・窒息その他の著しい危険

Yes

該当せず該当せず

Yes No

No

【参考】消費者事故等の該当性判断（担当者向け）

消費者事故等該当性の判断について（イメージ）
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